
中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況
①-1-1　本学卒業生・
修了生の宮城県・仙
台市の正規教員採用
人数として合わせて
各年100人程度を維
持する。

①-1-2　本学と、宮城
県教育委員会、仙台
市教育委員会との協
働で実施・開発した各
種教員研修につい
て、受講者アンケート
での肯定的評価を
80%程度とする。

①-1-3　宮城県教育
委員会・仙台市教育
委員会の教員研修と
合同実施する教職大
学院の授業につい
て、受講者アンケート
での肯定的評価を
80%程度とする。

①-2-1　宮城県、岩
手県、山形県、福島
県を中心に東北6県に
輩出する実技系5教
科いずれか1つの教
員免許状を有する新
卒教員就職人数を第
４期終了時までに38
人/年以上とする。

・現代的教育課題に対応する個別指導を積み上げる体制を前年度から引き続き実施し、個
人の理解度等や受験自治体に沿った指導を行い、質の高い教員の輩出に取り組んだ。そ
の結果、令和4年度の東北6県に輩出した実技系5教科いずれか1つの教員免許状を有する
新卒教員就職人数は43名（学部38名、院5名）であった。
（共創支援課、評価指標①-2-1）
・東北地区の教員志望者（学部3年生、院1年生）を対象に、東北各県教員採用試験合格者
（4年生）による「東北地区教員志望学生懇話会」を開催し、自治体別に集まる機会を設け同
じ自治体を目指す学生同士の仲間意識を醸成してネットワークを構築することや、4年生の
合格体験者の発表を聞くことにより教員採用試験に向けての学習意欲を高めることで、来
年度の教員採用試験受験率・合格率の向上を図った。
（共創支援課、評価指標①-2-1）

①-2-2　出身県にお
ける「学校体験・学校
ボランティア」の仕組
みを東北6県に拡大
し、これを維持する。

・「学校体験」については初めて東北6県にて実施することができ、237名の学生が参加し、
実施後のアンケートで回答者の７割程度が教職意欲増進と回答した。「学校ボランティア」に
ついては令和3年度に引き続きコロナ禍の制約が残る状況ではあったが、本学附属学校園
や宮城県内教育委員会へ派遣・登録した学生数を大幅に増加させることができた（令和3年
度：約80名、令和4年度：約170名）。
（共創支援課、評価指標①-2-2）

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

人材養成機能や研究
成果を活用して、地域
の産業の生産性向上
や雇用の創出、文化
の発展を牽引し、地
域の課題解決のため
に、地方自治体や地
域の産業界をリードす
る。

【①-1】
宮城県・仙台市の教員養成及び教育課題解
決に責任を持つ大学として、宮城県教育委
員会及び仙台市教育委員会と密接に連携
し、「教師の養成・採用・研修」の一体的改革
に寄与する主要大学となる。2022年度入学
者選抜から実施する初等教育専攻における
「宮城県内定着枠」等、宮城県・仙台市への
質の高い教員輩出の仕組みについて県・市
と継続して検討し、宮城県・仙台市の教員と
して一定数の本学卒業生・修了生を安定し
て輩出する。宮城県・仙台市の教員育成協
議会等に委員を派遣して教員育成指標及び
教員研修の充実に貢献する。さらに、本学と
宮城県教育委員会、仙台市教育委員会等と
で構成する宮城教育大学教育連携会議の
下に本学の各種教員研修を検討する部会を
新設し、現代的教育課題解決のための研
修・講習を実施・開発する。

・宮城県及び仙台市教育委員会の教員育成協議会に学長・副学長等が委員として参加す
ることで県・市の抱える教育課題等や課題解決に向けた大学へのニーズを把握し、今後の
大学の方針の参考とした。
（共創支援課、評価指標①-1-1、①-1-2、①-1-3）
・現代的教育課題に対応する個別指導を積み上げる体制を前年度から引き続き実施し、個
人の理解度等や受験自治体に沿った指導を行い、質の高い教員の安定的な輩出に取り組
んだ。その結果、令和4年度の本学卒業生・修了生の宮城県・仙台市の正規教員採用人数
は116名（学部97名、院19名）であった。
（共創支援課、評価指標①-1-1）
・令和3年度から設置した東北学校教育共創機構に就職支援室を配置し、大学教員がより
積極的に学生たちのキャリア形成や教員就職を支援する体制に改変し、令和4年度も引き
続き大学教員と就職支援アドバイザーが積極的に議論を進めながら、学生たちの教員就職
等への支援を行った。
（共創支援課、評価指標①-1-1）
・宮城教育大学教育連携会議において、令和4年度から本学で実施している「公開教員研
修」を議題の１つとして掲げ、大学が実施する研修について意見交換を行い、今後の研修
のあり方、方針等の参考とした。
（共創支援課、評価指標①-1-2、①-1-3）
・宮城県教育委員会との合同研修を社会科、音楽科、技術科において実施した。社会科に
おいては学部生と院生、音楽科、技術科においては学部生が参加した。また、仙台市教育
委員会の教員研修と教職大学院の授業を合同実施した。いずれの研修においても「現職教
員と学生が一緒に研修を受講することで刺激なった」などの肯定的な評価を得ることがで
き、なおかつ宮城県教育委員会が実施したアンケートでは98%の参加者が「とても参考に
なった」、「参考になった」と回答した。
（共創支援課、評価指標①-1-3）

人材養成機能や研究
成果を活用して、地域
の産業の生産性向上
や雇用の創出、文化
の発展を牽引し、地
域の課題解決のため
に、地方自治体や地
域の産業界をリードす
る。

【①-2】
東北地域における教員養成・研修及び教育
課題解決の中核を担う大学として、東北地
域の国立大学教員養成において養成の規
模縮小又は廃止がみられ、また、各教育委
員会の採用者数が少数となっている実技系
5教科を中心に、質の高い小学校教員・中学
校10教科の教員を東北各県に安定して輩出
する。宮城県以外の東北5県から学生が集
まり、卒業・修了後は出身県の教員となる流
れを促進するために、芸術体育・生活系教
育専攻の総合型選抜で「地域定着枠」を設
定するほか、学生寮整備による住環境向
上、また出身県における学校体験・学校ボラ
ンティアを東北6県に広げ、これを維持する。
東北学校教育共創機構・情報活用能力育
成機構・防災教育研修機構等が実施する東
北地域の教育課題解決のための教員研
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

①-2-3　東北地域の
教育課題解決のため
の講習会・研修会等
において、受講者アン
ケートでの肯定的評
価を80%程度とする。

情報活用能力育成機構主催の情報活用能力育成セミナーを２回実施した。１回目の内容は
「小学校から高校情報科を見据えたプログラミング教育」であり、申込者の所属は小学校か
ら高校教員、教育委員会、一般企業等であった。オンデマンド形式の研修であったため、申
込者数は52名で、当日参加者は19名であった。２回目の内容は「AIによる教育利用の可能
性」であり、申込者の所属は小学校・中学校教員、教育委員会、一般企業等であった。本学
の5号館FCRラボで実施され、参加者は28名であった。アンケートを実施した結果、肯定的
評価は100%であった。

・東日本大震災の被災地に所在する唯一の教員養成大学として、学校現場における震災の
教訓を学んでもらうため全国（特に南海トラフ地域）の学校教員等に対して研修を8月と3月
に実施し、計57名の参加があった。
（共創支援課（防災教育研修機構分）、評価指標①-2-3）
・東北地域の教育課題解決のため「公開教員研修」を試行的に実施した。5講座を開講し、
19名の受講者があった。
（共創支援課（東北学校教育共創機構分）、評価指標①-2-3）

学生の能力が社会で
どのように評価されて
いるのか、調査、分
析、検証をした上で、
教育課程、入学者選
抜の改善に繋げる。
特に入学者選抜に関
しては、学生に求める
意欲・能力を明確にし
た上で、教職に対する
志向性についても配
慮しながら、高等学校
等で育成した能力を
多面的・総合的に評
価する。

【⑤-1】
ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ
シーとの連動を図りながら、国立の教員養
成単科大学としての機能強化を図るため
に、教職に対する志向性の高い学生の確保
に努めるための入学者選抜方法の改善に
戦略的に取り組む。（学士課程）

⑤-1-1　教職に対す
る志向性の高い新入
生の割合について、
第３期中期目標期間
での平均割合68%を
上回って増加させる。
（学士課程）

・教育成果の検証と改善を目的として「卒業生勤務校長アンケート」（学部と大学院を合わせ
て441校）を実施し、回答率は72.8％（321校）であった。本学卒業生の勤務状況に対する満
足度は、学部卒生について93.5％の肯定的な回答が得られた。
・例年、入試広報として実施している「入試説明会」、「３大学説明会」、「高校訪問」に加え、
新たに「高校長協会における情報交換会」にて、本学が、優秀な多くの教員を輩出すること
をミッションとする教員養成大学であることや、教職指向性の高い高校生等に出願してほし
いことを、丁寧に説明した。
・「教師を志す高校生支援事業」を宮城県と共催し、（新型コロナウイルス感染防止対策の
ため）オンラインにて、高校生へ教職の魅力をPRするとともに本学の概要や入試制度を説
明した。参加者からは、高評価（ほぼ100％肯定的）のアンケート結果を得た。
・「オープンキャンパス」を、高校生が本学への出願の意思を決定づける機会として開催し
た。感染防止対策のため、人数を制限（４００名）したうえでの対面来校型とし、本学が教員
養成大学であること、入試制度（教職志向性の高い者を求めているなど）、教職の魅力など
を説明するとともに、キャンパスツアー等により本学の魅力を伝えた。参加者からは、高評
価（99.7％肯定的）のアンケート結果を得た。
・さらに、入試広報の手段として、本学WEBサイトを活用し、大学案内、選抜要項、募集要
項、各種説明会（動画）などを積極的に掲載し、情報発信した。
・新学習指導要領に対応する令和７年度入学者選抜方法の変更予告（「情報Ⅰ」の配点を
含む全て）について、教職を目指す高校生等へ早期の周知を図るため、他大学に先駆けて
令和４年１２月１９日に公表した。
・令和４年度入試実施状況を整理・分析するとともに、新入生アンケート調査ほかを実施し、
その結果をもとに、アドミッションオフィス運営企画委員会にて、より教職志向性の高い入学
者を選抜するための入試実施における改善を図った。
・令和４年度入学者のうち、地域枠入学者に対しては、個別インタビューにより、地域枠で出
願した経緯や地域、教職への志向性等を丁寧に聞き取り、地域枠入試の効果を確認した。
・入試実施状況の分析、新入生アンケート調査、個別インタビューの結果等をもとに、教職
志向性の高い入学者を選抜するため、入試実施に係る改善検討を行い、願書様式の一部
変更や面接試験における「地域枠出願」の受験生の意思の明確な確認を実施するなどの見
直しを行った。なお、面接試験においては、高等学校の調査書も参考に多面的・総合的に
評価を行った。
・入試実施状況の分析結果、各種アンケート調査等のデータについては、共有フォルダによ
り、学内へ情報提供した。
・令和４年度新入生アンケート（回答率95.9％）の結果、新入生全体の教員志望率は78.7％
となった（第３期中期期間を含む単年度比で最高値）。
（入試課、評価指標⑤-1-1）

学生の能力が社会で
どのように評価されて
いるのか、調査、分
析、検証をした上で、
教育課程、入学者選
抜の改善に繋げる。
特に入学者選抜に関
しては、学生に求める
意欲・能力を明確にし
た上で、教職に対する
志向性についても配
慮しながら、高等学校
等で育成した能力を
多面的・総合的に評
価する。

【⑤-2】
専門職学位課程の院生を対象としたアン
ケート調査を継続的に実施・検証するととも
に、宮城県及び仙台市教育委員会が策定し
た教員育成指標との連動性についてデータ
に基づいた検証を行うことを通して、院生の
専門性の高度化に資するような入学者選抜
方法の改善に繋げる。（専門職学位課程）

⑤-2-1　現職派遣教
員及び学部卒業生等
の院生を対象に実施
するアンケート調査に
おいて、宮城県及び
仙台市教育委員会が
策定した教員育成指
標に関連する入学後
の資質・能力の修得
度についての肯定的
な回答率について、
令和４年度末の結果
の数値を基準として、
それ以降の年度にお
いて、第４期を通じて
数値を向上させる。
（専門職学位課程）

・教育成果の検証と改善を目的として「卒業生勤務校長アンケート」」（学部と大学院を合わ
せて441校）を実施し、回答率は72.8％（321校）であった。本学卒業生の勤務状況に対する
満足度は、院卒生（ストマス）について 68.0％、院卒生（現職教員）について100％の肯定的
な回答が得られた。
・入試広報として、「教育委員会」、「教育長会議」、「教育事務所」、「校長会議」ほかを訪問
等し、教職大学院の概要を説明するとともに教員としての資質・能力の高い多くの現職派遣
をお願いした。
・教員としての資質・能力の高い学部卒業生の志願者数の増加を図るため、「教職大学院
説明会」、「授業公開」、「個別相談会」を実施し、教職大学院の概要、求める学生像（教員と
しての資質・能力の高い者、教職に就くことを強く志向する者など）を説明するとともに、本
学の大学院の特徴や進学することで身につけることのできる資質・能力等の魅力を伝えた。
・また、特別入試の協定校を訪問し、本学の状況等を説明するとともに、教職大学院への優
秀な学生の推薦等をお願いした。なお、新たな特別入試の協定校として、盛岡大学と協定を
締結した。今後、更なる教員としての資質・能力の高い学部卒業生の志願者数の増加が期
待される。
・令和５年度入試において、教員としての資質・能力の高い者を選抜するために、判定基準
を見直して入試を実施した。
・令和４年度修了生アンケート調査の結果、修了生全体の「資質・能力の修得度」について
の肯定的な回答率は別紙のとおり。
（入試課、評価指標⑤-2-1）

修、また各県教育委員会が独自には実施困
難となる教員研修を本学が実施する仕組み
を構築し、東北地域全体の「教師の養成・採
用・研修」の一体的改革をリードする。
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

⑥-1-1　教育プログラ
ムの継続的な改善に
取り組むことによっ
て、学生アンケートに
おける学修状況に関
する満足度及び達成
度の質問項目につい
て、令和４年度末の結
果の数値を基準とし
て、それ以降の年度
において、第４期を通
じて数値を向上させ
る。

⑥-1-2　教員養成ス
タンダードの充実を目
指した教育プログラム
の編成に取り組むこと
によって、教員就職率
(正規採用及び臨時的
任用)(進学者及び保
育士除く)85％を目指
して、就職率を継続的
に向上させる。

特定の専攻分野を通
じて課題を設定して探
究するという基本的な
思考の枠組みを身に
付けさせるとともに、
視野を広げるために
他分野の知見及び多
様な体験にも触れる
ことで、豊かな人間性
と幅広い教養も身に
付けた人材を養成す
る。（学士課程）

【⑥-2】
創造的な教育観・学校像、及び「主体的・対
話的で深い学び」の指導を主導できる未来
型の教員に求められる資質能力の育成を目
指すことによって、ディプロマ・ポリシーを確
実に実現する。その際に、学士課程４年間
における学びの軌跡について、教職員が個
別指導を継続的に実施するための仕組みを
構築することによって、学生自身が「履修カ
ルテ」を活用しながら、自己のキャリア形成
について主体的に省察できることを可能に
する。

⑥-2-1　きめ細やか
な学生指導に取り組
むための指導体制を
構築することによっ
て、学生アンケートに
おける学修状況に関
する満足度及び達成
度の質問項目につい
て、令和４年度末の結
果の数値を基準とし
て、それ以降の年度
において、第４期を通
じて数値を向上させ
る。

・令和4年度改組の新課程において、1年次学生を入学時に指定のクラスへ振り分け、1年次
～4年次まで同一の学生を同一の教員が担当する「クラス担任制」を導入
・「履修カルテ」について従来のExcelシート形式からGoogleフォーム形式へ変更することに
より、学生及び教員の利便性を向上
（教務課、評価指標⑥-2-1）

特定の専攻分野を通
じて課題を設定して探
究するという基本的な
思考の枠組みを身に
付けさせるとともに、
視野を広げるために
他分野の知見及び多
様な体験にも触れる
ことで、豊かな人間性
と幅広い教養も身に
付けた人材を養成す
る。（学士課程）

【⑥-3】
宮城教育大学教育連携会議等の組織を通
して、仙台市・宮城県の教育委員会や校長
会等といった教育関係者と、教育プログラム
について継続的に協議を行うとともに、東北
6県の他大学や教育委員会等と教員養成を
めぐる課題について定期的に意見交換を行
うことによって、仙台市・宮城県をはじめとし
た東北地域全体の教員養成の充実及び高
度化に貢献する。

⑥-3-1　東北6県の他
大学や教育委員会等
との間で、主に実技
系教科における教員
の輩出をめぐって、東
北の各地域が抱える
課題を解決するため
のネットワークづくりに
向けて協議を行い、そ
の協議結果を反映し
た連携体制を実現す
る。

・令和3年度に設置した「教員養成連絡協議会」において検討を進め、11月に「東北地方で
の新たな教員養成体制の構築の基本的方向について」を取りまとめ、「東北地方での中学
校技術、家庭等の教員の円滑な養成・確保及び研修に係る連絡会」設置について提案を
行った。賛同のあった大学が所在する県教育委員会へ訪問説明をすることとし、年度末より
訪問を開始し、令和4年度末に岩手県に訪問した。
（共創支援課、評価指標⑥-3-1）

⑨-1-1　1年次終了時
及び課程修了時に学
生アンケートを実施
し、体系化した教育課
程における学修を通
じた資質・能力を向上
させることができたか
に関する院生の自己
評価の数値を向上さ
せる。

⑨-1-2　宮城県・仙台
市から派遣される現
職教員学生の資質・
能力にかかわる意識
や行動の変化につい
て、勤務校の管理職・
教職員に対する聞き
取り等による評価の
数値を向上させる。

⑨-2-1　宮城県・仙台
市から派遣される現
職教員学生の資質・
能力にかかわる意識
や行動の変化につい
て、勤務校の管理職・
教職員に対する聞き
取り等による評価の
数値を向上させる。

⑨-2-2　学部卒業生
等の院生の教員就職
率100％を達成し、維
持する。

学校教育分野を牽引
することができる高度
専門職業人や専門職
を担う実践的かつ応
用的な能力を持った
人材など、社会から求
められる人材を養成
する（専門職学位課
程）。

【⑨-2】
高度専門性を有し、スクールリーダー又は
その候補者として活躍できる教員を教育現
場に送り出すことを目指す。現職教員学生
については、学校現場で要請される教育課
題の解決を協働しながらリードできる資質・
能力を有する教員として教育現場に送り出
す。また、学部卒業生等の院生について
は、すべての院生を、将来のスクールリー
ダー候補者として即戦力を有する教員として
教育現場に送り出す。

・現職教員勤務校の管理職に対する聞き取り調査では、勤務状況についての総合的な満足
度「とても満足71.4%」、「やや満足28.6%」、合計100%であった。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-2-1）

・学部卒業生等の院生の教員就職率は84.8%であった。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-2-2）

特定の専攻分野を通
じて課題を設定して探
究するという基本的な
思考の枠組みを身に
付けさせるとともに、
視野を広げるために
他分野の知見及び多
様な体験にも触れる
ことで、豊かな人間性
と幅広い教養も身に
付けた人材を養成す
る。（学士課程）

【⑥-1】
仙台市・宮城県をはじめとした東北6県の教
育関係者等が求める資質能力を示す教員
育成指標の策定及び改訂などの動向に対
応させながら、教員養成大学としての機能を
強化するために、カリキュラムマップ等の作
成を通して、体系的かつ系統的な構造を
もった教育プログラムを編成するとともに、
そうした取り組みを通して、学生の修得度の
向上及び教員就職率の向上に結びつける。

・令和4年度改組の新課程において、教員としての資質能力獲得の基盤となる知識教養を
修得するとともに、教職の基礎となる思考力や表現力、人間性・社会性、現代的な諸課題に
対する理解力及び課題解決能力等を磨き、教員への志向性・社会性を高めることを目的と
して、「専門基盤科目」を設定
・令和4年度改組の新課程において、各学生の興味関心や伸ばしたい力の修得の機会、学
校現場の求める力の育成の場を設定することを意図して、学校教員としての専門性の更な
る高度化を目指すための授業科目として「専門拡充科目」を設定
・令和4年度改組の新課程において、学問体験に基づいた学修と教育現場での体験的な学
修とを有機的に結び付けることを基本とし、4年次の教育実習と教職実践演習までを一連の
「キャリアステップアップ科目」として整理。1年次科目であり、クラス担任が授業担当者とな
る「教育体験初年次演習」を実施
（教務課、評価指標⑥-1-2）

学校教育分野を牽引
することができる高度
専門職業人や専門職
を担う実践的かつ応
用的な能力を持った
人材など、社会から求
められる人材を養成
する（専門職学位課
程）。

【⑨-1】
ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー
との関連に配慮しながらカリキュラムマップ
を作成することにより、教育課程に体系性を
持たせる。また、宮城県及び仙台市教育委
員会が策定した教員育成指標との連動性を
確保することにより、宮城県・仙台市等の教
育現場のニーズに対する応答性を高める。

・修了生及び1年次アンケートを実施した。「ディプロマ・ポリシーの達成度」については、およ
そ80％以上が達成していると回答した。「教科探究プログラム」では、修了生のおよそ8割、
１年次生のおよそ6割が達成していると回答した。「特別支援・子ども支援プログラム」では、
修了生、１年次生ともに、達成したと回答した率について項目ごとにばらつきがみられた。
「学校課題解決マネジメントプログラム」については、達成したと回答したのが修了生で
100％、１年次生で6割程度であった。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-1-1）

・現職教員勤務校の管理職に対する聞き取り調査では、勤務状況についての総合的な満足
度「とても満足71.4%」、「やや満足28.6%」、合計100%であった。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-1-2）
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

学校教育分野を牽引
することができる高度
専門職業人や専門職
を担う実践的かつ応
用的な能力を持った
人材など、社会から求
められる人材を養成
する（専門職学位課
程）。

【⑨-3】
教職大学院における3つのプログラムのそ
れぞれの特色を生かしながら、ディプロマ・
ポリシーに掲げた総合的な教師力の高度化
を達成する。その際に、教科探究、特別支
援・子ども支援、学校課題解決マネジメント
の各領域に関わる資質・能力の向上に関し
て、学生を対象にアンケートを実施し、教科
探究、特別支援・子ども支援、学校課題解
決マネジメントの各プログラムを履修した学
生については、当該領域に関する資質・能
力を確実に修得できていることを確認する。

⑨-3-1　3つのそれぞ
れの領域に関する資
質・能力について、令
和４年度末のアン
ケート結果を基準にし
て、第４期中に「十分
身についている」「身
についている」を合わ
せたという回答率が
100％となることを目
指す。また、それと併
せて履修しているプロ
グラムの対象領域以
外の資質・能力につ
いても、すべての学生
を対象に、「十分身に
ついている」「身につ
いている」を合わせた
回答率を90％程度と
する。

・2年次生および1年次生を対象にした「学びの充実のためのアンケート」を実施した。各プロ
グラムで資質・能力が「十分身についている」「身についている」回答率は1年次生、2年次生
ともに100％であった。資質・能力の向上度についての自己評価についてはは個人差がみら
れた。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-3-1）

⑨-4-1　大学院生に
対する聞き取り調査
において、理論と実践
の往還を中心とする
専門職学位課程のカ
リキュラムに対する満
足度を向上させる。

⑨-4-2　「学校教育創
造・研修校」におい
て、学校の管理職・教
職員に対する聞き取
り調査を通して、共創
体制構築の取組への
満足度を向上させる。

学校教育分野を牽引
することができる高度
専門職業人や専門職
を担う実践的かつ応
用的な能力を持った
人材など、社会から求
められる人材を養成
する（専門職学位課
程）。

【⑨-4】
「学校教育創造・研修校」の仕組みを整備・
拡充することにより、高度な専門性を有する
教員の養成・研修を充実させることと、大学
による研究力とマンパワー支援を通じた学
校の組織的機能を拡充させることとの両立
を実現する。

・2年次生および1年次生を対象にした「学びの充実のためのアンケート」を実施し、「理論と
実践の往還について新たな視点が得られた」という回答が1年次生で65.6％、2年次生で
75.8％であった。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-4-1）

・各学校教育創造・研修校への聴き取りの結果、「学校における実習」に対してはおおむね
肯定的な評価が得られた。
（教務課・高度教職実践専攻運営委員会、評価指標⑨-4-2）

・学校教育創造・研修校への教職大学院及び東北学校教育共創機構による訪問ヒアリング
を行い概ね好評をいただいたが、実習実施に関して見直すべきご意見もあったため改善を
図る。
（共創支援課、評価指標⑨-4-2）
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

教職に就く人材養成
を目的とした課程にお
いて、学校教育分野
で必要とされる資質・
能力を意識し、教育
課程を高度化すること
で、学校教育分野を
先導し、中核となって
活躍できる人材を養
成する。

【⑩-1】
自然災害や事故の未然防止及びそれらに
対する適切な危機対応力の育成を通じて、
学校安全の実現と維持に資する教員を養成
する。

⑩-1-1　学校安全を
保持するために必要
な自然災害や事故に
対する予防措置、危
機対応、事後対応を
行う力量に関して、外
部機関との協働によ
り教員養成における
防災教育の認定制度
スタンダードを開発
し、本学学生の卒業
時の認定率を第4期
中期目標期間中に初
級50％以上、防災教
育のコアティーチャー
としての知識・技能を
修得した上級を10%以
上とする。

・1年次学生に対して必修科目「学校防災教育基礎」を実施
（教務課、評価指標⑩-1-1）

・授業科目において、１年次の必修１科目を実施しており、同アンケートでは86.1％を達成し
た。この他、２年次以降に選択２科目を実施している。また、正課外の活動として、311ゼミ
ナールにおいて、学生に震災の教訓と伝承に触れる機会を提供した。この他本学で学んだ
防災教育の指導力を身につけたことを証明する制度である「学校防災安全マイスター」の認
定を行った（29名）。
（共創支援課、評価指標⑩-1-1）

⑩-2-1　必修授業の
中でICTを利用させる
ことにより、ICTの利
用経験を持つ学生の
割合を第４期中期目
標・計画期間中に
100%とする。

・1年次学生に対して必修科目「情報活用の基礎」を実施した。
（教務課、評価指標⑩-2-1）

ノートパソコンを利用して学習を進める１年生の必修科目「情報活用の基礎」（旧カリキュラ
ム「情報機器の操作」）を実施して○年が経つため、ICTの利用経験を持つ学生の割合は
100%になった。

⑩-2-2　卒業生アン
ケート等により「ICTを
利用した授業の指導
計画を考えることがで
きる」卒業生、修了生
の割合を第４期中期
目標・計画期間中に
100%とする。

令和4年度の卒業生アンケートにおいて、「情報通信技術(ICT)を活用した授業の実施」がで
きると回答した割合は、卒業生が82.2％、修了生が82.6％だった。令和４年度は東京書籍及
び開隆堂と情報活用能力育成機構の連携協定によりデジタル教科書・指導書を講義で使
用できるよう環境を整備した。学部２，３年生の講義でデジタル教科書を取り入れた科目で
はデジタル教科書・指導書のアクセス数が多く、ICTを利用した授業設計の経験値が増大し
たと考えられ、次年度以降にその成果が見込まれる。

⑩-2-3　電子書籍等
の充実と利用促進を
図り、必修授業の中
で電子書籍などデジ
タル化されたリソース
を扱うことにより、デジ
タル化されたリソース
等の使用経験を有す
る学生の割合を第４
期中期目標・計画期
間中に100%とする。

東京書籍及び開隆堂と情報活用能力育成機構の連携協定におけるデジタル教科書・指導
書の利用促進事業
（学術情報課　評価指標⑩-2-3）

附属図書館内における電子書籍の閲覧システムの構築とサービスの提供
【参考】R2年度からR4年度までの電子書籍の受入状況
R2年度　 110冊
R3年度　 168冊
R4年度 　235冊 (うち多読99冊）
累積　　3,719冊 （和568冊／洋3,151冊）
（学術情報課　評価指標⑩-2-3）

教職に就く人材養成
を目的とした課程にお
いて、学校教育分野
で必要とされる資質・
能力を意識し、教育
課程を高度化すること
で、学校教育分野を
先導し、中核となって
活躍できる人材を養
成する。

【⑩-3】
特別な支援を要する子どもの指導も含めな
がら、確かな幼児・児童・生徒理解に基づい
た適切な子ども支援に関する指導を行える
資質・能力を学生に育成する。

⑩-3-1　教育学部に
おける初等教育専攻
及び中等教育専攻に
おいて、特別支援学
校教諭の副免許状取
得者の割合を第４期
中期目標・計画期間
中に40％程度とする
ことを目指して、取得
者の割合の継続的な
向上を実現する。

・必修科目「教育体験初年次演習」において、副免許状取得に係る説明会を実施、特別支
援学校教諭免許状取得の意義を説明
・特別支援学級や不登校特例校での「介護等の体験」の実施に向けて検討
・初等教育専攻及び中等教育専攻1年次における「特別支援教育総論」「特別支援教育基
礎理論」両方又はいずれかの履修状況→82人/291人（28%）
（教務課、評価指標⑩-3-1）
※いずれも特別支援学校教諭免許状取得のための必修科目
※特別支援学校実習の履修登録状況が算出できるのが令和7年度のため、上記は参考情
報

⑮-1-1　第４期中期
目標期間終了までに
少なくとも一度は教員
養成大学ならではの
研究課題に採択され
る教員の割合が全教
員の50％程度とす
る。

⑮-1-2　第４期中期
目標期間終了までに
少なくとも一度は本学
の各種教員研修や新
たに開発する現代的
教育課題解決のため
の研修・講習を実施
する教員の割合が全
教員の50％程度とす
る。

⑮-2-1　第４期中期
目標期間終了まで
に、科学研究費補助
金事業への新規申請
率を応募資格者から
継続課題の代表者を
除いた人数における
割合を65％程度、及
び新規課題の採択率
を30％程度とする。

教職に就く人材養成
を目的とした課程にお
いて、学校教育分野
で必要とされる資質・
能力を意識し、教育
課程を高度化すること
で、学校教育分野を
先導し、中核となって
活躍できる人材を養
成する。

【⑩-2】
デジタル化・ネットワーク化が急速に進展し
ている社会状況に対応した新たな学修・教
育を視野に入れ、全学の授業での情報機器
を活用した授業改善に取り組むことにより、
卒業時及び修了時にICT機器を活用した授
業力及び電子的リソース等の利活用に自信
を持つ学生を育成する。

地域から地球規模に
至る社会的、教育的
課題を解決し、より良
い持続可能な社会の
実現に寄与するた
め、研究により得られ
た科学的理論や基礎
的知見の現実社会や
教育現場での実践に
向けた研究開発を進
め、社会変革につな
がる教育面における
イノベーションの創出
を目指す。

【⑮-1】
東北地域における教員養成の拠点大学とし
て先進的な役割を果たし、各教育委員会や
附属学校等と連携した教員養成や現職教育
に係る研究を推進するため、学長のリー
ダーシップにより教員養成大学ならではの
研究課題について財源を配分し、競争的資
金への申請や査読付き論文として成果を発
表することを勧奨する。また、その研究成果
を、広く教育現場や社会に還元するため、東
北地域の教員に向けて実施している本学の
各種教員研修や、新たに開発する現代的教
育課題解決のための研修・講習を実施す
る。

・令和3年7月に教員免許更新制の発展的解消、また、同年11月に示された「新たな教師の
学びの姿」（中教審特別部会審議まとめ）を受け、宮城教育大学では「新たな教師の学びの
姿」の実現に向けて令和4年度から「公開教員研修」を実施した。また、各教育委員会との
連携研修、各県主催の教員免許状認定講習に本学教員を講師として派遣し、それぞれの
研修等において各講師の研究成果の還元に努めた。なお、参加した教員（教授、准教授、
講師）は、全体の35.2％だった。
（共創支援課、評価指標⑮-1-2）

・教育要素を含む研究課題の研究代表者となったことを「教員養成ならではの研究課題」と
し、第4期期間に科研費、重点支援経費、受託研究、受託事業、共同研究、寄附金、補助
金、いずれか1件以上で採択がある者の全教員に対する比率は38.89％。
・東北地方における教員養成単科大学として、本学独自の取組を推進する必要があること
から、学長のリーダーシップにより重点支援研究経費を学内予算で確保し、令和3年度に学
内公募で選定した８件の研究課題へ支援を行った。
・当該支援を受ける研究代表者には、科学研究費補助金等外部資金への申請等及び論文
投稿等を義務付けており、支援を行った研究代表者2名が外部資金へ申請を行い、6名は
令和5年度以降の申請を予定するとともに、6名が論文（査読付き論文は4名）を投稿した。
・令和5年度も引き続き重点支援研究への支援を行うため、2月に学内公募を実施し9件の
研究課題を採択した。
（研究支援・多文化共生推進課、評価指標⑮-1-1）

地域から地球規模に
至る社会的、教育的
課題を解決し、より良
い持続可能な社会の
実現に寄与するた
め、研究により得られ
た科学的理論や基礎
的知見の現実社会や
教育現場での実践に
向けた研究開発を進
め 社会変革につな

【⑮-2】
科学研究費補助金事業を始めとした外部資
金の更なる獲得を目指し、教員個人の研究
水準の向上を図るとともに、社会的な課題
解決のための新たな研究シーズの開拓を進
めるために、新たに研究推進特別委員会
（仮称）を立ち上げる。更に、学長のリーダー
シップにより戦略的な研究課題に財源を重
点配分することにより、科学研究費補助金
の獲得件数の増加を達成するとともに、大
型の外部資金の獲得を目指す

・令和4年度における、応募資格者から継続課題の代表者を除いた人数における科研費の
申請率は55.90%、新規課題採択率は21.10％。
（研究支援・多文化共生推進課、⑮-2-1）
・第4期における研究期間全体の研究費が1千万円を超える大型外部資金の申請率は
8.89％、研究期間全体の研究費が1千万円を超える大型外部資金の獲得合計は3件。
・東北地方における教員養成単科大学として、本学独自の取組を推進する必要があること
から、学長のリーダーシップにより重点支援研究経費を学内予算で確保し、令和3年度に学
内公募で選定した８件の研究課題へ支援を行った。
・当該支援を受ける研究代表者には、科学研究費補助金等外部資金への申請等を義務付
けており、支援を行った研究代表者8名が外部資金へ申請を行う又は申請を予定している。
・令和5年度も引き続き重点支援研究への支援を行うため 2月に学内公募を実施し9件の
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

⑮-2-2　第４期中期
目標期間終了までに
少なくとも1件以上の
査読付き論文を発表
した教員の割合が全
教員の50％程度、及
び少なくとも１件以上
の国際会議での研究
発表や国際的な創作
活動を行った教員の
割合が全教員の25％
程度とする。

⑮-2-3　研究期間全
体の研究費が1千万
円を超える大型外部
資金による研究課題
については、毎年全
教員の10％程度が申
請し、第４期中期目標
期間終了までに計10
件以上を獲得する。

地域から地球規模に
至る社会的、教育的
課題を解決し、より良
い持続可能な社会の
実現に寄与するた
め、研究により得られ
た科学的理論や基礎
的知見の現実社会や
教育現場での実践に
向けた研究開発を進
め、社会変革につな
がる教育面における
イノベーションの創出
を目指す。

【⑮-3】
県や市町村の各教育委員会、附属学校や
学校教育創造・研修校と連携し、「東北学校
教育共創機構」を中心に、いじめや不登校、
教育格差等の社会的問題を解決するため
の新たなプロジェクトを立ち上げ、具体的な
調査研究を通して課題点・問題点を探ること
により、問題解決のための具体的な提言や
手法などのイノベーションを開発する。更
に、これらの研究成果を取り入れたロールプ
レイングや現職教員による講演を「教職実
践演習」で実施することにより、学校現場で
問題解決を図るための基礎的な知識を持ち
合わせる学生を輩出する。

⑮-3-1　第４期中期
目標期間内に、授業
評価アンケート及び
卒業時アンケートの
回答により、学校現場
で問題解決を図るた
めの基礎的な知識を
持ち合わせる学生の
割合が80％程度とす
る。

・「学校教育創造・研修校」の仙台市立宮城野中学校において、不登校に対応できる教員の
指導力向上にむけて共同研究を実施している。教職大学院生の実習の場としても活用し、
研究成果を教職専門性高度化に還元している。
（共創支援課、評価指標⑮-3-1）

・教育格差等の社会的問題については、塩竈市教育委員会の協力のもと、第一中学校、第
二中学校、第三中学校、玉川中学校を「学校教育創造・研修校」として、教職大学院生が実
習を行い、生徒の課題に応える指導力を養っている。
（共創支援課、評価指標⑮-3-1）

⑮-4-1　第４期中期
目標期間内に、プロ
グラムを実施するカリ
キュラムを履修する学
生の割合が全学生の
30％程度とする。

・1年次学生に対して選択科目「情報活用能力とプログラミングの活用」を実施
・カリキュラム専門委員会のもとに「数理・データサイエンス・AI教育」に係るWGを設置、令和
5年度以降の授業内容について検討
（教務課、評価指標⑮-4-1）

情報教育に関する科目として、コンピュータサイエンスを学ぶ旧カリキュラム「情報機器の活
用」履修者23名、新カリキュラム「教育とコンピュータ・データサイエンス入門」履修者70名、
プログラミングについて学ぶ「情報活用能力とプログラミングの活用」履修者76名で、のべ人
数合計169名であった。そのため、概算で○％となる。

⑮-4-2　授業評価ア
ンケート及び卒業時
アンケートの回答によ
り、現代的な教育課
題の指導に自信を持
つ学生の割合が履修
者全体の80％程度と
する。

数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度の2024年度申請にむけた調整を行って
いる。

学部・研究科等と連
携し、実践的な実習・
研修の場を提供する
とともに、全国あるい
は地域における先導
的な教育モデルを開
発し、その成果を発展
させることで学校教育
の水準の向上を目指
す。(附属学校）

【⑲-2】
「令和の日本型学校教育」の重要課題であ
るICT教育、カリキュラムマネジメント、学校
安全、デジタル教科書・教材の活用等につ
いて、情報活用能力育成機構・東北学校教
育共創機構・防災教育研修機構との密接な
連携のもと、附属学校における研究・教育の
質を向上させるとともに、大学として組織的
に行う大学教員と附属学校教員との共同研
究を拡充させる。

⑲-2-1　大学として組
織的に行う附属学校
教員と大学教員との
共同研究後に行う附
属学校及び附属学校
教員への聞き取り調
査において、「附属学
校の教育の質向上に
役立った」「教員個人
の資質能力向上に有
用であった」等の肯定
的評価を合わせて
80%程度とする。

内田洋行との連携協定を締結し、内田洋行商材を用いた情報活用能力育成に関する共同
研究を附属小学校園と行った。附属小学校ではロボットによるプログラミング教育が、附属
幼稚園ではタブレットを用いた保育が充実した。

・附属小学校教員と本学教員との共同研究では、探究学習の展開に力点を置き、これまで
の各教科の授業研究の蓄積を、教師の視点から児童の視点で見直した。また、教科の枠を
超えた児童の資質・能力の育成にも取り組み、総合的な学習の充実を進めている。児童に
探究力を培うため、カリキュラムマネジメントを行い、ICT・デジタル教材を活用している。こ
れらの成果については、8月のオンライン研修会、1月の公開研究会で広く社会に示し、参会
者と意見交換等をすることで教育の質の向上に努めた。
（共創支援課（東北学校教育共創機構分）、評価指標⑲-2-1）

大学教員と附属学校教員と組織的連携した研究活動として、学内措置による「重点支援研
究経費」による共同研究があり、多数の共同研究が行われている。その他、情報活用能力
育成機構の兼務教員による、附属幼稚園・小学校・中学校における情報活用能力育成の取
り組み、防災教育研修機構による経費支出等での附属小学校防災教育への支援、等が行
われている。令和4年度は附属学校教員に対するアンケートは行っていないが、次年度以
降に実施し、附属学校教員の評価を整理する予定である。
（附属学校室、評価指標⑲-2-1）

⑲-3-1　現在の各附
属学校の公開研究会
に加え、第４期最終年
度までに教育委員会
と連携した教員研修
を附属学校を活用し
て実施し、受講者アン
ケートにおいて肯定的
評価を80％程度とす
る。

⑲-3-2　附属学校の
研究・教育の成果が
教育現場で活用され
た事例を調査・記録
し、その成果を評価・
検証するとともに、第
４期最終年度までに
事例数として4校園合
計10件/年以上とす
る。

地域から地球規模に
至る社会的、教育的
課題を解決し、より良
い持続可能な社会の
実現に寄与するた
め、研究により得られ
た科学的理論や基礎
的知見の現実社会や
教育現場での実践に
向けた研究開発を進
め、社会変革につな
がる教育面における
イノベーションの創出
を目指す。

【⑮-4】
本学の強みである理数教育、英語教育、特
別支援教育、ICT教育を基盤として、現代的
な教育課題であるSTEAM教育、プログラミン
グやAI等の情報教育、SDGs教育等を創造
できる教員を養成するための新たなプロジェ
クトを立ち上げ、これらの教育を小中学校等
で推進できる教員を輩出するためのプログ
ラムを研究開発し、既存のカリキュラム内で
実施する。

学部・研究科等と連
携し、実践的な実習・
研修の場を提供する
とともに、全国あるい
は地域における先導
的な教育モデルを開
発し、その成果を発展
させることで学校教育
の水準の向上を目指
す。(附属学校）

【⑲-3】
仙台市教育委員会・宮城県教育委員会等と
の密接な連携のもと、幼児・児童・生徒のい
る研修施設として、附属学校を活用した教
員研修を実施する。本学の特徴であるICT
教育、カリキュラムマネジメント、学校安全等
に関する教員向け研修会を実施し、大学・
附属学校における研究の成果を地域の教
育に還元することにより、地域の教育課題
解決モデル校・研修校としての機能につい
て評価し強化する。

附属幼稚園においては、学外機関職員を受け入れての保育参観等の実績が６件、附属小
学校において、学外教員を受け入れて研修を行った事例が４件、附属中学校では学外の教
員を受け入れての授業参観情報交換が１件あった。これらのうちの何件かは教育委員会か
らの依頼に基づくものであり、教育委員会と連携した教員研修として扱えるが、参加した教
員に対するアンケートは不十分であり、次年度の改良が必要であると認識している。
（附属学校室、評価指標⑲-3-1）

上記の附属小学校における受入では、参加した教員から「研修での気づき等を自校の授業
で活かしていく」旨の報告書が出された。次年度以降、評価指標に合致する成果を収集でき
るようよう、終了後のアンケート形式を改良する予定である。
（附属学校室、評価指標⑲-3-2）

め、社会変革につな
がる教育面における
イノベーションの創出
を目指す。

型の外部資金の獲得を目指す。 令和5年度も引き続き重点支援研究への支援を行うため、2月に学内公募を実施し9件の
研究課題を採択した。
（研究支援・多文化共生推進課、⑮-2-3）
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中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

㉑-1-1　国立大学法
人ガバナンス・コード
適合状況100%を維持
する。

㉑-1-2　監事による
事業年度毎の中期計
画及び実績に係る評
価により、「順調に進
んでいる」との評価を
受ける。

㉒-1-1　教員の教育
研究活動上及び学生
の自主的な活動上で
の施設利用満足度等
に関するアンケート調
査で、肯定的評価を
80％程度とする。

㉒-1-2　学外者向け
講座、学外者との共
同研究、学外者・団体
による催し等での施
設利用の際の関係者
に対する施設利用満
足度等に関するアン
ケート調査で、肯定的
評価及び次回以降も
本学施設を利用した
いとの回答を80％程
度とする。

㉒-2-1　学生の新学
生寮の利用状況とし
て、学生用居室に係
る入居率を85％程度
とする。

㉒-2-2　「住環境（通
学時間・設備・施設利
用等）」、「寮における
学習環境（静穏な環
境での個人学習・他
の寮生との学び合い
の場等）」に関する観
点からの入寮生の満
足度等に関するアン
ケート調査で、肯定的
評価を80％程度とす
る。

㉒-2-3　新学生寮で
は、①岩手県、山形
県、福島県等で中学
校実技系教科の教員
として就職を希望する
者をはじめとする教職
志望者であること、②
宮城県内外の通学困
難な地域の出身者で
あること、③一定の所
得基準以下の世帯で
あること、の３条件を
すべて満たす入居希
望学生を優先して入
居させる。それによ
り、毎年度、３条件に
該当する入居希望学
生の90％以上が新学
生寮に入居できてい
るものとする。

㉓-1-1　科研費等の
外部資金の獲得件
数、金額について、第
３期期間の平均に比
して5％程度向上させ
る。

㉓-1-2　運営費交付
金、学生納付金以外
の財源の割合を第３
期より上回る。

大学の機能を最大限
発揮するための基盤
となる施設及び設備
について、保有資産を
最大限活用するととも
に、全学的なマネジメ
ントによる戦略的な整
備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層
貢献していくための機
能強化を図る。

【㉒-2】
令和３年度までの決定を踏まえ、現在の水
の森地区の土地、建物の売却又は資産運
用と併せての新しい学生寮整備を令和６年
度学生入居を目途として実施する。この新
学生寮は、本学が「東北の教育大学」として
の機能を発揮するための基盤の一つとし
て、岩手県、山形県、福島県等で中学校実
技系教科の教員として就職を希望する者を
はじめとする教職志望者であること、宮城県
内外の通学困難な地域の出身者であるこ
と、一定の所得基準以下の世帯であること
をすべて満たす学生を優先的に受け入れ
る。

新学寮への入寮優先順位を決定した。
（学生課、評価指標㉒-2-1、㉒-2-2、㉒-2-3）

公的資金のほか、寄
附金や産業界からの
資金等の受入れを進
めるとともに、適切な
リスク管理のもとでの
効率的な資産運用
や、保有資産の積極
的な活用、研究成果
の活用促進のための
出資等を通じて、財源
の多元化を進め、安
定的な財務基盤の確
立を目指す。併せて、
目指す機能強化の方
向性を見据え、その
機能を最大限発揮す
るため、学内の資源
配分の最適化を進め
る。

【㉓-1】
第３期中に整備した科研費、共同研究等に
よる外部資金受け入れ体制を基盤として、
外部資金受け入れ実績を第３期に比して上
昇させる。大学、附属学校あわせての全学
的な寄附受け入れその他の教員養成大学
ならではの財源多元化の計画策定と実行に
より運営費交付金、学生納付金以外の財源
の割合を第３期に比して高める。
学内の資源配分の最適化として、全国的な
共通的な成果指標に係る本学の状況、毎年
度の正規教員就職者数及び宮城県以外の
地域での教員就職者数の向上を主要事項
として考慮した資源配分を行うこととし、毎年
度の資源配分の検証、改善等を行う。

令和４年度は、過去３年間の平均就職率75％を達成した２部会に20万円を配分した。（1部
会10万円）また、本学の教員養成、学校教育の創造、課題解決に係る研究の推進、研究業
績の向上に向けて、高い研究業績をあげる研究者に対する評価の一環として、令和４年度
教員研究費の減額分を財源に、「成果を中心とした実績状況に基づく配分の研究業績指標
原データ（R4報告：R1～R3実績）」に応じて、0円～3万円の範囲で教員研究費に追加配分
を行った。（配分金額825千円、配分対象者55名）
（評価指標㉓-1-3）
令和4年度実績は獲得88件(91.19%)受入額183,642,980円(101.18%)※(　)は第4期平均値と
第3期平均値の比較値
（研究支援・多文化共生推進課、㉓-1-1）
第4期の合計額に基づく運営費交付金、学生納付金以外の財源の割合は7.61%。※第3期合
計額に基づく運営費交付金、学生納付金以外の割合 7.02％
（研究支援・多文化共生推進課、㉓-1-2）
・科学研究費補助金の採択率向上に向けた課題と具体的改善策を取りまとめ、外部機関を
活用した科学研究費補助金申請支援、具体的な書き方も記載した申請マニュアルの作成、
重点支援研究制度の申請書様式の見直し等について、次年度（令和5年度）以降に導入も
含めた検討を進めることとした。

３年ぶりに実施された本学卒業生を対象としたイベント「ホームカミングデー」において基金
の周知をはかり、支援を依頼するなど、基金を活用した財源の確保に取り組んだ。
（学生課、評価指標㉓-1-2）

内部統制機能を実質
化させるための措置
や外部の知見を法人
経営に活かすための
仕組みの構築、学内
外の専門的知見を有
する者の法人経営へ
の参画の推進等によ
り、学長のリーダー
シップのもとで、強靱
なガバナンス体制を
構築する。

【㉑-1】
学長のリーダーシップのもとで強靱なガバナ
ンス体制を構築するとともに、ガバナンス体
制の着実な改善を図り、それに伴う国立大
学法人ガバナンス・コード適合状況報告書を
適切に更新及び公表する。
また、令和３年度時点において任用されて
いる監事の任期が満了した後、監事の内1
名を常勤とし、監事の体制を強化するととも
に監事による事業年度毎の中期計画及び
業務の実績に係る監査により、中期目標・
計画に関する学内のPDCAサイクルを確立
する。

ガバナンス・コードに即した適切なガバナンス体制の更新を図るとともに、第４期中期目標・
中期計画の年度毎の計画策定・進捗管理の体制を確立した。
（経営企画課、評価室：評価指標㉑-1-1、㉑-1-2）

大学の機能を最大限
発揮するための基盤
となる施設及び設備
について、保有資産を
最大限活用するととも
に、全学的なマネジメ
ントによる戦略的な整
備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層
貢献していくための機
能強化を図る。

【㉒-1】
「今後の宮城教育大学の施設の運営・整備
の基本的な方針について」「インフラ長寿命
化計画（個別施設計画）」を踏まえ、第４期
中期目標期間中の学内の老朽化に対する
改善を要する施設を令和２年度の33％から
20％程度まで低減を図る計画を円滑に進め
ることに伴って、Society5.0型教育研究の推
進のための全学共通利用や学生の自主
的、主体的な学びの場、地域教育関係者と
の共創の場としての共同利用スペースを、
令和２年度現在の全面積比10％から第４期
中に20％程度まで拡大して確保し、教育研
究研修の利用に供する。地域の教育関係者
との共創の推進のため、長期休業期間中等
における地域教育関係者の利用のための
施設貸し出し体制を整備する。

学生及び教職員への調査について調査項目等を検討した。学外者向けの調査の試行し
た。
（施設課、評価指標㉒-1-1、㉒-1-2）

7 / 8 ページ



中期目標 中期計画 検証可能な評価指標 令和４年度　年度末時点における実施状況

第４期中期目標・中期計画に係る実施状況（令和４年度・年度末）

㉓-1-3　正規教員就
職者数の数値を踏ま
えて関連予算を増減
するなど、成果に応じ
た配分の視点も取り
入れた予算配分が各
取組で行われてい
る。

外部の意見を取り入
れつつ、客観的な
データに基づいて、自
己点検・評価の結果
を可視化するととも
に、それを用いたエビ
デンスベースの法人
経営を実現する。併
せて、経営方針や計
画、その進捗状況、自
己点検・評価の結果
等に留まらず、教育
研究の成果と社会発
展への貢献等を含め
て、ステークホルダー
に積極的に情報発信
を行うとともに、双方
向の対話を通じて法
人経営に対する理
解・支持を獲得する。

【㉔-1】
毎年度、客観的なデータに基づいて、第３期
末までに改革した事項や教育研究の成果、
自己点検・評価の結果を整理し、それらを踏
まえて各大学運営企画室、委員会、経営協
議会や教育連携会議等で検証、改善を行
う。関係のデータや情報、大学経営での改
善等の方針、内容については経営協議会等
や大学ホームページで提示する。また、教
員養成大学としての重要なステークホル
ダーである宮城県、仙台市教育委員会、各
校長会関係者の参画を得て、本学学部、教
職大学院の教育に対する意見等を聴取し、
また、大学から説明する場として設けている
宮城教育大学教育連携会議を定期的、さら
に必要に応じて開催することとしており、情
報発信と法人経営の理解の場とする。東北
各県の教育委員会に対して、定期的、さらに
必要に応じて訪問し、同様の取組とする。

㉔-1-1　経営協議会
外部委員、教育連携
会議の関係者におけ
る大学の「見える化」
評価、取組の認識、
理解状況（アンケート
調査結果）での肯定
的評価を80％程度と
する。

・例年同様に教育連携会議を開催し、令和3年度に実施した教職大学院改組や令和4年度
に実施した学部改組について改組後の状況を報告するとともに、令和4年度に教員免許状
更新講習に代わる本学独自の現職教員向け研修として実施した公開教員研修などについ
て情報発信を行うと同時に意見を聴取し、今後の法人経営の参考とした。なお、教育連携
会議関係者に①教育研究、研修の情報提供に関する状況と、②経営状況の情報提供に関
する状況について理解度を調査したところ、回答のあった委員（13名中11名）のうち、①は
82％の委員が、②は91％委員が十分、もしくはやや十分と回答した。
（共創支援課、評価指標㉔-1-1）

・経営協議会を開催し、経営協議会外部委員へ本学の経営状況や取り組みについて報告
するとともに、宮城教育大学の取組の「見える化」に向けたアンケートにて意見を徴収した。
アンケートについて、「①教育研究、研修の情報提供に関する状況」および「②経営状況の
情報提供に関する状況」について調査した結果、①、②ともに約85％（７名中６名）が「十分」
または「やや十分」と回答した。
（経営企画課、評価指標㉔-1-1）

㉕-1-1　教員養成大
学ならではのデジタ
ル・キャンパスづくりと
して、第４期開始時点
で、本学の教育研究
の効果向上にむけて
必要とされたもの、ま
た、各業務のうち人員
措置でなくても実施可
能と整理された業務
について、デジタル対
応が達成され、教職
員から業務の高度
化、効率化等での肯
定的評価を80％程度
とする。

「情報システム各種申請のオンライン化」
・各種申請について、申請受理から3日以内に処理が完了するよう、規程による申請許可ス
キームを確率しながら、GAS等のツールを導入し、申請対応処理の自動化を実現した。
「デジタル技術を活用した事務処理の効率化推進」
・各課室の単純業務をRPA等のデジタル技術を活用することで業務の効率化を図れるよう
ヒアリングを実施した。
（学術情報課、評価指標㉕-1-1）

・入試説明会、教職大学院説明会、個別相談会への参加申し込み、各種アンケート調査、
試験実施日の学生の入構許可申請をインターネットから行い、利用者の利便性の向上と集
計事務作業の効率化・省力化を図った。
・入試説明会、教職大学院説明会、個別相談会は、遠隔地からの参加者に配慮し、オンラ
インまたはハイブリッド開催とした。また、当日出席できなかった者も視聴できるよう、各説明
会等の動画を、本学WEBサイトに掲載した。
・教師を志す高校生支援事業を、宮城県と共催し、感染症防止対策の観点からオンライン
にて実施した。
・入試広報部門会議の会議資料を共有フォルダにより配付する方法とし、紙資料を廃止す
るとともに、出席者がいつでも閲覧できるようにした。これにより、経費の節減、事務業務を
削減できた。
・入試願書受付業務について、インターネット出願受付システムを導入し実施する方法を調
査・検討し、令和５年度に導入のための予算要求および関係者との調整を行った。
（入試課、評価指標㉕-1-1）

・教務システムについて、従来と比して、施設予約、学生カルテ、健康診断といった機能が
追加された仕様に更新・学生カルテにより、学生はポータルサイトから履修登録状況や単位
修得状況を随時確認可能・学生カルテにより、クラス担任は自身が担当する学生の単位修
得状況や学生情報を照会、よりきめ細かい指導が可能
（教務課、評価指標㉕-1-1）

課外活動に関する各種申請をオンラインで実施するなど、学生からの情報収集については
既にデジタル化を進めていたが、令和４年度より新たに、１２月期の学生健康診断における
希望調査をフォームにて実施することとした結果、業務の効率化につながった。
（学生課、評価指標㉕-1-1）

㉕-1-2　学生の「教職
を目指しての資質能
力の向上」、「学修者
本位の教育の実現」
を意識したデジタル・
キャンパスづくりの強
化を実施し、学生から
教育、学修活動や履
修手続き等での肯定
的評価を80％程度と
する。

・教務システムについて、従来と比して、施設予約、学生カルテ、健康診断といった機能が
追加された仕様に更新
・学生カルテにより、学生はポータルサイトから履修登録状況や単位修得状況を随時確認
可能
（教務課、評価指標㉕-1-2）

㉕-1-3　重大インシデ
ントの発生防止。発生
した場合でも関係者
への報告等が迅速に
行われ、影響が最小
限に止められること。

「第3期サイバーセキュリティ対策基本計画に基づく重大インシデントの防止計画」
・情報セキュリティを確保し、重大インシデントの発生を未然に防止するため、情報システム
脆弱性診断、情報機器の自己点検、標的型メール訓練及び情報セキュリティ研修を実施し
た。更に重大インシデントが発生した際を想定したCSIRT訓練を実施している。
（学術情報課、評価指標㉕-1-3）

AI・RPA（Robotic
Process Automation）
をはじめとしたデジタ
ル技術の活用や、マ
イナンバーカードの活
用等により、業務全般
の継続性の確保と併
せて、機能を高度化
するとともに、事務シ
ステムの効率化や情
報セキュリティ確保の
観点を含め、必要な
業務運営体制を整備
し、デジタル・キャンパ
スを推進する。

【㉕-1】
本学のデジタル・キャンパス化の目標、計画
を第４期当初までに整理、策定するととも
に、推進体制を整備し、毎年度に業務実施
上でのデジタル技術等の活用、各業務の見
直しによる縮減・廃止、業務体制等の改変を
行う。その際には、全国的な状況や本学で
の検証結果を踏まえて必要な目標、計画の
修正等を行う。これらにより、大学経営及び
教員養成の高度化に向けて業務の効率性
を向上させるとともに、教育効果の向上及び
学生の教務等の関係手続き、諸活動実施
の際の利便性を高める。
情報活用能力育成機構を中心に引き続き脆
弱性対策、情報漏洩や不正アクセス防止対
策、学内教職員等を対象とした関係講習開
催等を行い、本学の情報セキュリティを確保
する。
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	R4年度（⑲なし）

